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第1節　はじめに

よく知られているように、コーリン・クラーク

は、生産方法の基本的特徴によって、産業を次の

三つに大別しているコ。

第一・次産業…素材を収集する

(農林業、水産業など)

第二次産業…素材を加工する

(建設業、製造業など)

第三次産業‥・残余の部分

(卸売業・小売業、運輸・通信業など)

彼の唱える、いわゆる「ペティー・クラークの

法則」によれば、経済社会の発展に伴なって、第

一・次産業　→　第二次産業　→　第三次産業　の

順に産業の主力が次第に変化していくといわれて

l)clark,Colin Grant,``The Conditions of Economic

Progress".1940,(大川一司、小原敬士、高橋長太郎、

山田雄三訳縮r経済進歩の諸条件j勤草書房、1953年)。

なお、同書によれば、鉱業はその性格から第一一次産業

に格付けされるが、わが国では製造業との関連性等を

重視して第二次産業に分類されている。

若　井　具　宜

いる。つまり、経済において取引される「財」す

なわち「生産物」についていえば、(加コ二度等そ

の質・程度は別として)「財貨」すなわち「モノ」

から「サービス」へとウェイトが移っていくこと

を指摘している。

また、経済社会の発展、成熟化に伴なって、人

口構造がある程度「高齢化」していくことは、現

時点において、欧米先進国の方が、わが国より

も遥かに高齢化が進んでいる事実をみれば、納得

できることである(本稿末尾の付図2参照)。そ

れは、所得水準の上昇、経済社会基盤の整備、社

会保障制度の充実、保健医療水準の上昇、女性の

社会進札　人々のライフスタイルの多様化などさ

まざまな要潟により、あるいはそれらの複合的効

果により先進諸国が「少産少死型」の社会に移行

しつつあるからであると考えられる。

このような「高齢化社会」の到来をもたらして

いる要因が同時併行的に「サービス経済化」、と

りわけ、「新しいタイプのサービス」に対する需

要を喚起させているものとみられる。さらにまた、

こうした人口の「高齢化」は、「貯蓄率」の低下

を通して21、物的生産基盤への投資(社会資本形成、

設備投資)を減速させることも懸念されていると

ころである。

本稿では、このような「モノ」から「サービス」

へという「サービス経済化」の流れのなかでの地

域経済の特性および問題点を、物流データを始め

とする各種統計データに基づきながら考えていき

たい。

2)経済企画庁『平成3年経済自書J　より掲載した本稿

末尾の付図2および付図3参照。
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第2節　モノの純流動と地域

「物流量は、生産活動に比例する」といわれて

きた。事実、かつてのわが閂の高度経済成長の過

程においては、物流量は、経済成長にほぼ比例す

るように増大してきた。それは、「物が物を呼ぶ

径路」での産業発展に代表されるように3'、従来

の経済成長を支えていた基盤が、主として、製造

業を始めとする物的生産に置かれていたからであ

る。

その後、わが国の経済成長は、二度にわたる石

油ショック等国際経済環境の激変による「変動期」

を経て、「構造調整斯」或いは「安定成長斯」へ

と移行してきた。この間、国民所得水準の継続的

な上昇は、消費者の需要を次第に高度化させ、ま

た、多様化させてきた。そして、このような需要

構造の変化は、これと並行して進む情報化・閲際

化の流れとも相侯って、わが国経済全体のソフト

化・サービス化などを一層促進させることになっ

た。

こうした状況を背景に、生産部門の製造業ある

いは流通業等においては、多品種少量生産が幅広

く展開され、このことによって、商品全般の「軽

薄短小化」に拍車がかかることになった。この結

果は、近年の物流統計上の変化となって表われて

いる1つ。すなわち、物流におけるミクロの両では

貨物の小口化、マクロの面では純流動総量の伸び

悩みである5'。

もとより、個々の業種、或いは個々の品日単位

にみた場合には、こうした傾向とは、まったく別

の動きを示すものも多々ある。また、都道府県等

の地域単位にみた場合にも、企業ベースあるいは

全国ペースでの傾向とは異なることも多い。

ところで、上述の物流動向を併せ考えるとき、

3)宮沢健一r産業の経済学j第2版、東洋凝済新報社、

1987年、PP.240-242。

4)運輸省r全国貨物純流動調査報告書(1)～(5)J

1987年。

5)同上書・年間調査によると、昭和60年の平均ロット

(出荷1件当たり貨物量)は2.63トンで、昭和55年調

査時からの5年間に1.17トンと約30%の減少を示して

いる。また、昭和60年の全国貨物出荷稔量は、約31億

1千万トンで、昭和55年調査時からの5年間に、0.68%

減少しており、ほほ横ばい傾向を示している。

今日のわが国の経済成長が、もはや、物流の一面

的な「量的増大」を要求していないことは明らか

である。それは、「物がサービスを呼ぶ」、「サー

ビスがサービスを呼ぶ」といわれるように、経済

の成長基盤が、「物」から「サービスあるいは情報」、

「ハード」から「ソフト」へと移りつつあるから

である6コ。以下では、こうした、わが国における

経済構造あるいは物流構造の大きな変化を前提に、

地域における経済と物流の関わりを考察していく

ことにする。

ところで、物流統計を始めとして、ほとんどと

いってもよい地域統計が、少なくとも都道府県ま

では、区分単位として、調査され、あるいは衷章

されている。そのため、とりわけ、都道府県より

も小さい地域単位での統計データの比較、検討が

かなり限定されたものにならざるをえないことも

しばしばある。こうした理由のため、以下では、

主として、都道府県を中心とした地域経済と物流

構造の関係や、それらの特徴を議論することにす

る。

さて、運輸省が所管している統計で、物流を表

現している「自動車輸送統計」、「鉄道統計」など

のいわゆる貨物輸送統計は、それぞれの輸送機関

がどこからどこまで何トンの貨物を輸送したかを

調査した統計である。したがって、同一貨物の場

合でも、それに関わる輸送機関が変わる度に、

「物流量」としては、累積してカウントされる71。

この意味で上記のような統計を「総流動(統計)」

と呼んでいる。

これに対して、貨物そのものの動きに着目し、

貨物の出発点から到着点までを一区切りの流動と

して捉えたものを「純流動(統計)」と呼んでいる。

ちなみに、運輸省では、この「純流動統計」を作

成するために、昭和45年以降、5年毎に「全国貨

6)林絃一郎rネットワーキングの経済学J NTT出版、

1989年、PP.69-73。宮沢健一、前掲書　PP.232-258等。

r物がサービスを呼ぶJ　プロセスについては、物的生

産部門とサービス生産部門の関連を示すr金額ペースJ

の「産業連関表Jがもっとも明確であるが、付図1に

示すようなr実物ベースJのr物流の産業間流動量・

件数J　も参考にすべきである。

7)例えば、運輸省、r昭和62年度貨物地域流動調査、

旅客地域流動調査』脚運輸経額研究センター、1989年

参照。
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図1　国内貨物輸送トン数の推移

資料:運輸省r貨物地域流動調査報告書J

物純流動調査」を行っている。

本稿では、物流と経済関連諸指標との関係を考

察するに際して、「輸送機関単位の貨物」よりも「貨

物そのものの一連の動き」の方が、われわれが関

心をもつ「産業」などに馴染み易いと考えて、主

として「純流動統計」に拠ることとする。

ただし、「稔流動統計」は逐年に公表されており、

過去からの長期的動向や最近年の動向を把握する

のに好都合なため、図1には、全国の「国内貨物

輸送トン数の推移」を掲載した。これによると、

石油ショックなどによる経済変動の影響がよく反

映されていることがわかる。

また、純流動データでは、昭和55年から60年に

かけて、横ばいともいえる微減になっているのに

対して、この線流動データにおいては、はっきり

とマイナス傾向を示している。さらに、昭和61年

を底として直近年の平成2年まで再び増加傾向に

あるのも特徴である。昭和61年以降継続した好景

気に比例して再び物流量が増大したのかどうか、

平成2年の耗流動データの公表を待ちたいもので

ある。

さて、都道府県における物流の規模から検討を

始めることにしよう。このため、運輸省「全国貨

物純流動調査」年間調査における都道府県別入出

荷量を利用することとする(デ一夕をプロットし

た図2参照)。ただし、この年間調査における入

荷量は、年間出荷量を出荷先都道府県別に集計し

たものである。

まず、これによると、愛知が第1位で全国の

6.8%を占め、以下、大阪、神奈川、東京、福間、

北海道、千乗、兵庫、茨城、埼玉の順で続き、こ

の上位10都道府県で全回の約2分の1(49.3%)

を占めている。ちなみに、この直ぐ後には、第11

位の山口が全国シェア3.1%で続き、以下、静間、

岡山、広島、栃木と中上位県が続いている。

地域ブロックでは、上述した純流動出荷量上位

10都道府県のうち5都県を関東が占めるなど、関

東地方の物流の大きさが際立っており、関東7都

県で、ほぼ全国の4分の1強の、26.0%のシェア

を占める。しかしながら、このシェアは、関東地

方の人口の全国シェア30.4%を下回る81。また、

純流動の着量の全国シェアも27.2%であるから、

関東地方については、物流の絶対量は、他地域に

比べて格段に大きいものの、その人口規模の割に

は、物流量(とりわけ出荷物流量)が若干小さいと

8)総務庁統計局　r昭和60年国勢調査報告J　日本統計協
会、1986年。
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いえる。この逆のことが、中国地方についていえ

る。l[1回地方の純流動出荷量の全国シェアは9.7%

もあるのに対し、人口のシェアは6.4%に過ぎな
の

い。

もとより、このようなデータのギャップは、地

方プロ~ックよりもさらに地域の範囲が限定される

都道府県別のデータについても、同様に指摘でき

る。これらのことから、地域における物流量は、

人口規模に対して、比較的緩やかな比例関係しか

持ち合わせていないように思われる。

さて、上でみてきたように、都道府県別の純流

動量において、二工業県が上位に並んでいるが、物

流が重量で測られているため、必ずしも、製造業

出荷額等川の順位とは一致しない。例えば、製造

業出荷額等において広島を下回る山口、岡山両県

が、'物流量においては、広島の上位にあるのは、

重量のある化学二工業品への特化度が高いためであ

る。こうした物流構造をみるためには、都道府県

別に、純流動出荷量の品類ないし品目構成を検討

する必要があるが、図2からも、各地域における

物流構造が、その地域の産業構造を、かなりの程

度反映していることがうかがえる。

さて、純流動出荷量と製造業出荷額等の関連を

示す都道府県データの分布状況から、物流量と工

業力の間には、ある程度の、しかし、かなり緩や

かな正比例的関係(相関係数0.893)を想定しう

る1㌔そのことについては、次のような原因とと

もに、問題点も考えられる。

(1)まず、上で述べたように、物流の約6割が製

造業からの出荷によるものであ拳。

(2)また、元来、物流の規模そのものが、生産活

動とともに消費活動等を経由することによって、

ある程度当該地域の人口規模に依存する性質を

有しており、その結果、消費財製造業あるいは

都市型製造業を中心として、製造業出荷額との

間にも相関関係をもってしまうことである。こ

9)同上書データによる。

10)通商産業省r昭和60年工業統計表J大蔵省印刷局、

1987年。データとしてはr製造品出荷額等Jを使用し

た。

11)拙稿r出荷物流と地域経済の関係についてJ広島大

学経済学部附属地域経済研究センター紀要r地域経済

研究』創刊号、1990年参照。　-

のことは、人口あるいは、県域面積の大きい都道

府県について指摘されることである。

(3)「純流動量」は重量ペース、「製造業出荷額等」

は金額ベースで測られているため、計測単位の

ミス・マッチが存在する。

(4)都道府県によって産業構造が異なる一方で12I、

物流構造も異なる。

第3節　モノとモノの関係における地域分布

1.モノの流出入

地域における物流には、「流入」および「流出」

の二つの側面がある。いずれの側面においても、

流通する財貨としては、消費財、資本財などの「最

終生産物」、あるいは、原材料、燃料、部品など

の「中間生産物」などが考えられる。また、いず

れの側面においても、特定地域内において生産・

消費のため需要され尽くすか、そのまま他地域に

転売されるか、生産(加工)されて他地域に販売さ

れるかのいずれかのパターンで展開される。

しかしながら、極めて一般的にいえば、消費財

には比較的軽量のものが数多く含まれ、一方、資

本財および中間生産物には比較的重量のあるもの

が多い。とりわけ、最終生産物については、電子

装備の高度化等によって、機械系製造品の軽量化

が著しく進展したものとみられる。

したがって、物流における入荷量と出荷量の量

的関係が、当該地域の産業構造、社会構造などの

地域特性を反映した形で、決定されている可能性

が十分ある。

そこで、純流動における入荷量と出荷量の関係

をみたのが図2である。この図においては、横軸

に入荷量の全国シェア、縦軸に出荷量の全国シェ

ァがそれぞれ測られている1㌔また、囲中の「45

12)産業構造のみでなく、製造業の業種構造の差異も大

きい。通商産業省、前掲書一産業絹精。

13)この場合、年間調査データで、無論自地域内流動分

を含んでいる。しかし、入出荷量から、それぞれ自地

域内流動分を除外して、他地域との関わりの程度をよ

り鮮明にさせることもできる(拙稿前掲書参照)。そ

の場合も、個々の都道府県データの45度線を挟む位置

関係自体においては、本質的差異はない。ただし、

r年間調査」と　r3日間調査」の調査の違いによる

ギャップはある。

ー74-



る。したがって、この線の右下側には入荷超過の

地域が、左上側には出荷超過の地域が、それぞれ

分布している。

また、入荷量、出荷量の「平均シェア」(とも

に2.13%)が、それぞれ、縦軸、横車削こ平行な線

として記入してある。したがって、この園は、ま

ず「平均入荷量シェア」および「平均出荷量シェ

ア」の2本の線によって4つの象版に分けられ、

さらに、第1象限と第3象限は、「等等量線」(45

度線)によって、各々2つの象限にわけられてい

る。

さて、この図全体については、ほぼ「右上がり」

の正比例的関係がみられ、物流の入出荷量は各地

域ごとにほぼバランスがとれているといえる。つ

まり、入荷量に見合った出荷がなされているとも

いえる。

また、一見したところでは、次のような、極め

て概略的な状況描写ができる。すなわち、原点に

近い辺りの、入出荷量規模の小さい諸県について

は余り明瞭ではないが、入出荷量規模がある程度

以上の都道府県については、概して、45度線の左

上局面に、化学工業品等の「基礎素材型」製造業

などを基盤とする県が多く分布し、右下局面に、

「加工組立型」、「生活関連・その他型」製造業な

どを基盤とする県が多く分布しているように思わ

れる。ただし、上記の製造業の型については、通

商産業省の使用例に慣らい次の通りとする(語尾

の製造業は省略する)。

「基礎素材型」…「木材・木製品」、「パルプ・紙・

親加工品」、「化学・石油・石炭

製品」、「窯業・土石製品」、「鉄

鋼業」、「非鉄金属」、「金属製品」

「加工組立型」…「一般機械」、「電機機械」、「輸

送機械」、「精密機械」

「生活関連・その他型」…「食料品」、「繊維」、「出

版・印刷」、「プラス

チック」、その他

さらにいえば、多くの「都市型」、「消費型」の

県は、この等量線の右下側に位置しているように

も思われる。果たして、このように結論できるの

であろうか。以下では、こうした視点から、手順

を迫って考察することにする。



2.第1グループ

まず、この園の右上方には、東京、大阪、神奈

川、愛知の4都府県が、他の道府県群から相当か

け離れて「第1グループ」を構成している。これ

らはいずれも、わが国の3大都市圏の中核的都府

県であり、ここで開示している入荷量、出荷量は

無論のこと、人口、所得などでも上位を独占して

おり、わが国をリードする「4大県」であるといっ

てもよかろう。

愛知はほほ45度線上に、そして神奈川は45度線

の左上方に位置しており、いずれも、製造業出荷

額において1、2位を争っている大工業県である。

どちらかといえば、神奈川の方が鉄鋼、化学工業

品など重量物を出荷しているため、45度腺の左上

方に位置しているものと考えられる。

ま声、東京、大阪は45度線からかなり離れて右

下の領域に位置している。つまり、東京、大阪は

「入超」なのであるが、なかんずく、東京は、大

阪よりもさらに右下方向に歩を進めていることは、

注目すべきである。東京は、出荷量では4位であ

るが、入荷量では1位なのである。東京(あるい

は大阪)もかつては、わが国の1、2位を争う大

工業県であった(昭和50年頃まで)。しかし、規

在は、神奈川、愛知にその地位を譲り、モノは、

他県に依存する状況にあるといえる。

また、愛知、神奈川まで加えた4都府県の位置

関係でみると、神奈川、愛知-→大阪-→東京の

並びで、人口規模、都市規模が大きくなるにつれ

て、右下方向に移動しているようにみられる叫。

3.第2グループ

これらの4都府県で構成される第1グループに

続いて、福岡、北海道、千葉、兵庫の4道県で構

成される「第2グループ」が位置する。いずれも、

相当の力をもった工業県であり、人口500万人前

後の大県ばかりである。これらは、いずれも45度

線の左上方に小さくまとまって分布している。

14)総務庁統計局、前掲書。昭和60年10月1日現在の人
口は、全回順位1位の東京が1,183万人、2位大阪867

万人、3位神奈川743万人、4位愛知646万人、5位埼
玉586万人、6位北海道568万人、7位兵庫528万人、

8位千葉515万人、9位福岡472万人、10位静岡358万
人である。

北海道と兵庫は45度腺の近傍であり、福岡と千

葉は45度線からかなりかい離している。まず、北

海道は大半(9割近く)が広い域内での流動であ

り151、そのため流入、流出が規模全体としては相

殺されているものと考えられる。また、兵庫は鉄

鋼などの重量物の出荷も多いが、一方で「都市型」

の性格も強いため流入物流量も相当大きく、結局

流出入が相殺されているものと思われる。

さらに、福岡と千葉については、45度線の左上

の領域に若干かい離して位置しているのは、鉄鋼、

化学工業品などの重量物の出荷が大きいためと考

えられる。

4.第3グループ

2つの平均シェア線で区切られた「第1象限」

の原点近くには、茨城、山口、岡山、広島、埼玉、

静岡の6県から構成される第3グループが分布し

ている。いずれも、有力な「工業県」であるが、

茨城、山口、岡山の3県は等量線の左上に、広島

はほぼ線上に、埼玉、静岡の2県は右下に位置し

ている。茨城、山口、岡山の3県が等量線の左上

に位置しているのは、鉄鋼、化学工業品などの「重

化学工業」からの出荷量が大きいためであり、広

島、埼玉、静岡の3県は「横根工業」の発達によ

るところが大きい。

また、このグループのなかでは入荷量の大きい

茨城、埼玉、静岡の3県は、いずれも東京、名古

屋という「東ヨ本」の大都市圏の近辺県であるこ

とも留意しておく必要がある。また、広島も含め

てであるが、とりわけ、山口、岡LIJなどは大阪(場

合によっては北九州も入れて)「西日本」の大都

市圏の近辺県であることも興味深い。昭和50年頃

を境にして、「高度成長期」の鉄鋼、造船、石油

化学等に代表される「相対的に重い」「重化学工業」

を担った「西日本」と、「安定成長期」以降の電子・

電機、自動車等に代表される「相対的に軽い」

「機械工業」を担っている「東日本」を象徴して

いるともいえる。

15)北海道は白地城内流動分が極めて大きいため、特段

の配慮を要する。この点で上記註13のr自地域内流動

を除くJデータの方が適している面もある。
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5.その他のグループ

以上、第1グループの4都府県、第2グループ

の4道県、第3グループの6県の合計14県はいず

れも「平均入山荷量シェア線」で区分されてでき

る第1象限に位置する諸県で、「物的生産活動」

を中心にわが国経済をリードする諸県であると

いってもよかろう。

残余の諸県はほとんど、第3象限に分布してい

る。このなかで、右上の比較的平均シェアの交点

近くに位置している諸県をみると、等量線の左上

に大分、香川などの「重化学工業」の発達した「西

日本」の諸県が分布し、等量線の右下に新潟、宮

城、長野、群馬、福島など、電子・電機等を始め

とする「機械工業」の立地の目覚ましい「東日本」

の諸県が分布しているのも、上記の第3グループ

のケースと同様な意味で特徴のある点である。

6.全体の分布からの帰結

先にみてきたように、第1グループ内において

も、愛知(神奈川)、大阪、東京の伸びのように、

「大都市型」であるほど、入荷超過が大きくなっ

ている。これは、工業化の過程も、一層進展した

段階においては、製品の多様化、高付加価値化に

よって、重量ペースの出荷量は、かえって減少し
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ていくことを示唆している。こうした地域におい

ては、相対的に重量のある原料、燃料、素材、部

品、半製品、さらには多くの製品も含め、必要に

応じて、他地域から購入し、それらを加工し、組

立て、そしてサービスを付け加えることによって、

より軽くて、λ付加価値の高い製品を自地域および

他地域に販売するような産業の仕組みが、長年の

間に成立したものと考えられる。

図3には、「製造業の業種別出荷額1万円当た

りの出荷量」が示されている。上でもみてきたよ

うに、「高度成長期」の「重化学工業」を担った「西

日本」の出荷物は概ねこの回の上方に位置してお

り、一方「安定成長期」以降の電子・電機、自動

車等に代表される「機械工業」を担っている「東

日本」の出荷物は概ねこの図の下方に位置してい

るともいえよう。

また、東京の最大の製造業は「出版・印刷」で

あり、「都市化」、「情報化」などを「モノ」の面

から支えている。回3でも解るとおり、この業種

も「軽い」業種である。これらは、「機械工業」

(ないし上でもみてきたように「加工組立型」)

等も含めて「都市型製造業」と呼ぶべきであろう。

つまり、工業化の過程が極めて高度な段階に到

達した都道府県においては、製造業の業種構造の



変化によって、かつての「重化学工業」の過程で

有した業種を、他県に手離し、肩代りさせている

と考えられる。東京(大阪)も昭和50年頃までは、

わが国の1~、2位を争う大工業県であったが、現

在は、神奈川、愛知にその地位を譲り、モノは、

他県に依存する状況にあるといえる(「都市型製

造業」への転化)。また、このような地域におい

ては、経済の主力も次第に第3次産業に移り、製

造業自体が縮小していくことも意味しているよう

に思われる(「サービス経済化」)。

第4節　モノとヒトの関係における地域分布

1.モノとヒトの関わり

つぎに、モノとヒトの関わり具合を探ってみよ

う。ところで、人口は、数多くの経済関係指標の

うちで、最も総括的あるいは基礎的ともいえる

データである。そこで、図4には、横軸に国勢調

査人口、縦軸に純流動出荷量が測られている。ま

た、図中の「平均勾配戟」の勾配は、全国人口1

万人当たりの全国純流動出荷量(百万トン)を意

味する。つまり、モノとヒトの力関係の「全国平

の万什

純
流
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量
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年
間
調
査
・
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和
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〇
年
)
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全
国
計
=
3
1
1
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1
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均」あるいは一種の「均衡線」ともいえる。した

がって、この線の右下側には物流力よりも人口集

積の方が大きい諸県が分布し、反対に左上側には

人口集積よりも物流力の方が大きい諸県が分布し

ている。

なお、この「均衡線」の安定性をみる意味で、

「1人当たり県民所得」の推移を掲げたのが図5

である。図4における「均衡線」を挟んでの縦軸

方向へのバラツキ(人口当たりの物流力の分散)は、

一見しても「1人当たり県民所得」のそれよりも

遥かに大きく、人口当たりの物流力の地域格差の

方が所得の地域格差よりも大きいことを示してい

る。図5における「1人当たり県民所得」の格差

もやや拡大傾向にあるものの、その程度は物流の

地域格差に比べれば微々たるものである。

また、「平均人口」(258.9万人)と「平均出荷量」

(6,62千万トン)が、それぞれ、縦軸、横軸に平行

な線として記入してある。したがって、この図は、

まず「平均人口」(258.9万人)と「平均出荷呈」の

2本の線によって4つの象限に分けられ、さらに、

第1象限卑第3象限は、「平均勾配腺」(均衡線)に

よって、各々2つの象限に分けられている。

図4　純流動出荷童と人口の関係(都道府県)
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資料:運輸省r全国貨物純流動調査報告軌
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図5　1人当たり県民所得の推移(東京=100)

昭和51年度
1東　京(100.0)
2　大　阪(84.3)
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10　長　野(70.6)
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28　奈　良(64.1)
29　山　梨(61.8)

32　佐　賀(60.5)
33　愛　媛(60.4)
34　秋　田(60.3)
35　徳　島(60.2)
36　福　島(59.9)
37　和歌山(59.6)
38　°高　知(59.4)

39　山　形(59.2)
40　島　根(58,8)
41大　分(57.8)

2　3　4　5　6　74　4　4　4　4　4

嶋
崎
森
手

長
宮
育
岩

二__さゝこ∠、′/・'.

曇
-∴二二ニーく二二二

(:芸:冒;==-くここ=

鹿児島(52.9)
沖　縄(50.4)

昭和56年度

1東　京(100.0)
2　大　阪(83.0)
3　神奈川(77.5)
4　愛　知(76.8)
5　京　都(74.9)
6　広　島(71.2)
7　兵　庫(70.6)
8　埼　玉(70.0)
9　福　岡(69.9)
10　滋

11千
賀
棄

12　静　岡

13　富　山(68.7)
14　長　野(68.4)
ユ5　栃　木(68.2)
16　石　川(67.8)
17　群　馬(66.0)
18　三　重(65.8)
19　岡　山(65.8)
20　香　川(65.7)
21茨　城(65.7)
22　福　井(65.3)
23　北海道(65.2)
24　岐　阜(64.5)
25　宮　城(64.3)
26　新　潟(63.4)
27　山　梨(62.0)
28　福　島(60.2)
29　山　口(59.8)
30　和歌山(59.7)
31熊　本(59.1)
32　佐　賀(58.7)
33　大　分(58.2)
34　高　知(58.1)
35　鳥　取(57.9)
36　徳　島(57.8)
37　奈　良(57.4)
38　山　形(56.6)
39　島　根(56.6)
40　愛　媛(56.5)
41秋　田(56
42　言

43　長
44　岩

5　4　35　5　5

崎
崎
手

45　青　森(53.1)
46　鹿児島(52.2)
47　沖　縄(49.7)

-79-

昭和61年度

1東　京(100.0)
2　大　阪(75.6)
3　神奈川(73.1)

4　愛　知(71.8)
5　滋　賀(68.8)
6　京　都(68.2)
7　静　岡(65.9)
8　広　島(65.3)
9　埼　玉(65.1)
10　千　葉(64.6)
11兵　庫(64.1)
12　栃　木(64.0)
13　茨　城(63.5)
14　三　重(62.3)
15　開　山(62,2)
16　福　岡(62.0)
17　富　山(61.4)
18　長　野(61.2)
19　石　川.(61.0)
20　福　井(60.9)
21群　馬(60.9)
22　岐　阜(60.5)
23　山　梨(59.9)
24　新　潟(59.0)
25　宮　城(58.2)
26　香　川(57.3)
27　北海道(57.3)
28　山　口(56.3)
29　熊　本(56.1)
30　福　島(55.7)
31大　分(53.7)
32　佐　賀(53.3)
33　島　根(52.9)
33　徳　島(52.9)
35　山　形(52.6)
36　鳥　取(52.3)
37　奈　良(52.0)
38　愛　媛(51.3)
39　秋　田(51.1)
40　和歌山(50.9)
41宮　崎(50.8)
42　岩　手(50.5)
43　高　知(50.1)
44　長　崎(49.1)

==>・<=芸呂霊児針芸冒:呂)
47　沖　縄(47.6)

資料;経済企画庁『平成元年度版　県民経済計算年報』



さて、この図全体については、ほぼ「右上がり」

の正比例的関係がみられるが、「平均勾配線」を

挟んでのバラツキの程度が大きく、前節図2の「入

荷量」と「出荷量」の間の関係ほどの強さはみら

れない。特に、右上方の先端部においては、「右

下がり」の様相を強く呈していることも特徴であ

る。

2.第1グループ

まず、前節と同様、この園の右上方には、東京、

大阪、神奈川、愛知の4都府県が、他の道府県群

からひときわ抜きん出て「第1グループ」を構成

している。愛知は平均勾配線の左上方に位置して

おり、残る3都府県は平均勾配線の右下の領域に

位置している。つまり、愛知は物流力、いいかえ

れば工業力が人口集積を上回っているが、東京、

大阪、神奈川の3都府県は逆に、人口集積が物流

力を上回っている。なかんずく、東京は、遥かに

右下に位置していることは留意しておくべきであ

る。

また、いま神奈川を別にした残り3都府県の位

置関係でみると、愛知・→大阪-.→東京の並びで、

人口規模、都市規模が大きくなるにつれて、右下

方向に移動しているようにみられる。しかも、前

節の場合と異なって、均衡線を挟んでのバラツキ

が極めて大きいことが特徴である。

3.第2グループ

さて、第1グループの左下方に、前節と同様、

福臥北海道、千葉、兵庫の4道県で構成される

「第2グループ」が分布している。これらは、均

衡線の左上方に比較的小さくまとまって分布して

いる。

北海道と兵庫は均衡線の近傍であり、福岡と千

乗は均衡腺からややかい離している。福岡と千葉

については、前節と同様、均衡線の左上の領域に

かい離して位置しているのは、鉄鋼、化学工業品

などの重量物の出荷が大きいためと考えられる。

4.第3グループ

つぎに、第2グループの左下方に、茨城、山口、

岡山、広島、埼玉、静岡の6県から構成される第

3グループが分布しているが、平均出荷量線の上

方を大きく横広がりに分布している。東京のペッ

ドタウン的存在である埼玉が均衡線の右側に大き

くかい離して位置しているのと、また、静岡が均

衡線上に位置している外は、いずれも、均衡線の

左側に分布している。特に、岡山、山口の両県は、

平均人口を大きく下回りながらの分布であるが、

これは、前節で述べたように、鉄鋼、化学工業品

などの「垂化学工業」部門からの出荷量が大きい

ためである。

5.全体の分布からの帰結

以上3グループの残余の諸県は、ほとんど、第

3象限に分布しているが、前節の図2と同様、栃

木、三重、岐阜の3県は第2象限に分布している

が、これは、鉱産品、化学工業晶などの出荷量が

大きいためである。また、物流力はないものの大

都市(京都市)を抱える京都が、第3象限と第4象

限の境界線上に位置しているのも宜なるかなと

いったところである。

また、回申でみられるグループ全体の構成およ

びそれらの位置関係もほとんど前節と同様である。

ただし、「右上がり」の比例的関係は、前図の場

合よりもバラツキが大きく、緩やかになっている。

また、第1グループ内での大きな「右下がり」の

関係まで含めると、「人口」と「純流動出荷量」

の関係における都道府県の分布は、全体的には放

物線(山型)の形状を呈しているといえる。

すなわち、人口の増加に伴って、物流の出荷量

も次第に増大傾向を強めていくものの、人lコ集積

が極めて高度の段階に到達すると、物流の出荷機

能は、返って低下するということである。これは、

人口集積が進行するにつれて、そうした地域内で、

重量のある物資の生産あるいは出荷機能を維持す

ることが適応性を失い、その結果、周辺地城にそ

うした物流機能を代替させていくためであると考

えられる。東京、大阪、名`古屋の3大都市圏とそ

の周辺地域の物流力の分布関係がそのことを示し

ている。

第5節　サービスの新展開とその帆念規定

1.サービスの新展開

さて、わが国の技術革新の潮流は、高度経済成

長時代の「量産」・「省エネ」の段階を経て、す
でに「情報」の段階に入ったといわれているが、
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経済自書等もこうした情報技術革新の産業面への

影響として、「労働生産性の上昇」、「ニュービジ

ネスの台頭」、「多角化・業際化の促進」などを指

摘している。そのような観点からすれば、ニュー

サービスは「時代の申し子」とでもいうべき性格

をもっているが、現実にも、ニュービジネス(あ

るいはニューサービス)は、企業および家計にお

けるニーズの「多様化」・「高度化」・「外生化」

などに対応して派生してきており、今後ともその

ウェイトを増すものと考えられる。

また、このようなニューサービスの中において

も、「対事業所サービス」と「対個人サービス」

では性格がかなり異なっており、それらの集積度

の相違が、そのまま、その地域あるいは都市の経

済規模や経済構造を反映したものになることは、

これまでの調査等でも指摘されてきた。

このうち「対事業所サービス」は、産業政策上

の観点からも、関心度の高いものであるが、とり

わけ、「情報関連サービス業」、「デザイン業」、

「設計案」など産業活動を側面から支える「対事

業所サービス業」は、諸産業の産出物の「高付加

価値化」や、当該産業の「高度化」に直接寄与す

る性質を持っており、極めて重要な業種であると

考えられる。

すでに、「テクノポリス」地域などが、いわゆ

る「頭脳立地法」による「特定事業の集積促進地

域」として承認されているケースもある。この「頭

脳立地法」にいう「特定事業」は「その集積の促

進が地域の産業の高度化に特に寄与すると認めら

れる業種」とされており、以下において、特に取

り上げる「対事業所サービス業」こそ、まさにそ

うした業種なのである。

また、この「対事業所サービス業」は、空港や

高速自動車道など高速交通体系が急速に整備され

つつある状況を勘案すれば、当該地域はもとより

他地域まで含む相当広い地域に渡って、製造業を

始めとする諸産業を支援することが見込まれる。

そうした意味で、「対事業所サービス業」は「産

業支援サービス業」とも呼ぶことができる。まさ

にこうした視点から、地域において「対事業所サー

ビス業」を振興することの意味は極めて重要なも

のである。

ところで、現行の多くの大企業もまた、その草

創期には一介のニューサービス企業であったはず

である。地域経済がその活力を維持し発展してい

くためには、そのような新企業が絶え間なく誕生

し、成長し、そして大中小織り混ぜた層の厚い企

業群、産業群を形成していくことが必要である。

しかしながら、このようなニューサービス企業

は、一般にその規模も小さく、かつ経営基盤も脆

弱な場合が多く、さらには、新規に参入した企業

教の様々な問題も抱えているのが常である。また、

従来の行政における施策の取り組みも、既存の製

造企業、商店などを中心に展開されているのが実

態である。ニューサービス企業への対応には、そ

うした意味においても、特段の配慮が必要である。

ところで、自由化、国際化、情報化等、わが国

経済社会を取り巻く環境も大きく変化しつつある

が、このような時代の新しい潮流のなかで、「経

済のソフト化・サービス化」の進展にも著しいも

のがある。このような経済のソフト化・サービス

化の現象は、企業における経済活動と市民の消費

生活の質的変化を促し、そうした変化がまた、経

済のソフト化・サービス化を-一層加速させるとい

う循環パターンになってぎている。

このような企業活動や個人の社会生活の質的変

化のなかで、新たに発生する多様な需要に的確に

対応し、急速に発展を遂げている企業、いわゆる

「ニューサービス」企業群の成長ぶりは際立って

いるといえよう。

2.サービス業とニューサービスの概念

さて、ここで、「ニューサービス」の概念を考

えるに際して、改めて「サービス業」の概念を整

理してみよう。通常、われわれが「サービス業」

と呼ぶときには、第三次産業のなかでも、日本標

準産業分類における産業大分類Lに格付けされる

「サービス業」を指していることが多い(狭義の

サービス産業)。ところが、「サービス産業」(あ

るいは「サービス関連産業」など)と呼ぶときは、

上記の「サービス業」のみならず、ほとんど第三

次産業全体まで広く包括して指すこともある(広

義のサービス産業)。

そこで、第三次産業の中におけるこれらの関係

を図6に示した16つ。すなわち、「サービス業」と

16)国土庁　r21世紀のイノベーションを担う先端的サー

ビス産業(I)j1989年、P.27。
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呼ぶ場合は、日本標準産業分類において産業大分

類Lに格付けされる「サービス業」を指し、一方、

「サービス産業」と呼ぶ場合は、第三次産業のう

ち、日本標準産業分類において産業大分類Gに格

付けされる「電気・ガス・熱供給・水道業」を除

く全ての業種を指す。以下、特に断りのない限り、

「サービス業」、「サービス産業」については図6

の定義によるものとして議論を進めることとする。

図6　サービス業とサービス産業の概念区分

大分麹　G-電気・ガス・熱供給・水道業

大分類　H-運輸・通信業……・・

大分類.1-　卸売・小売業、飲食店・……・

大分類:J-　金融・保険業……・・

大分類　K-　不動産業……・・

大分類　L-　サービス業・……・

大分類　M-　公務(他に分類されないもの)

(往)意業大分類記号等は、行政管理庁　r日本標準産業

分類J　昭和59年1月改訂による

そこで次に、「ニューサービス」(ないし「ニュー

ビジネス」)の概念あるいは定義について考察す

ることにする。ところで、「ニューサービス」(な

いし「ニュービジネス」)の概念あるいは定義に

関しては、多くの機関がさまざまなものを提示し

ている。ここでは、その代表例として、通商産業

省による概念・定義を掲げる17㌧

く通商産業省による観念・定義〉

「ニューサービス」とは「潜在的ニーズをよく

つかみ、技術革新の成果または独創的なアイデア

を利用して、新規サービスまたは従来のサービス

に画期的改善を加えたサービスを提供する企業

群」のことである。また、「ニューサービス」は

次のような新規性、革新性を有しているとしてい

る。

(9内容の革新性…転送電話サービス、非破壊

検査サービス

(む手段、方法の革新性…宅配便、ファクシミ

リ塾

③市場の差別化…単身赴任者サービス、リー

17)後出註19等参照。

スマンション

④経営戦略の革新性…ファミリーレストラン

「ニューサービス」あるいは「ニュービジネス」

の概念や定義については、これまで行政を始めと

する各機関から、事業の新規性や成長性などに着

目したさまざまな考え方が提示されている。しか

しながら、未だに統一した定義はなされていない

のが実情である。

また、「ニューサービス」と「ニュービジネス」

の用法についても、ほとんど同義のものとして、

差異なく取り扱われている。これは、経済のソフ

ト化・サービス化や、国民の生活様式の変化に対

応し、成長していく新しいビジネスの大半が、直

接、サービス産業においてみられたり、あるいは

何らかの形でサービスに関連していることによる

ものと考えられる。

このように、「ニューサービス」あるいは「ニュー

ビジネス」の概念・定義を整理してみると、「何

らかの新規性を持ち、成長しているもの」という

共通点はあるものの、一意的な規定を行いにくい

状況にあるといえよう。

第6節　ニューサービス発展の意義と背景

1.ニューサービスの発展

ところで、ニューサービスが発展していく一般

的な意義は、ニューサービスのもっている革新性

が産業を活性化させ、経済の成長発展の原動力と

なることである。このようなニューサービス企業

が、わが国において、本格的に成長してきたのは、

第1次石油ショック後の、昭和50年代に入ってか

らであると指摘されている岬。

この時期は、わが国の経済が二度にわたる石油

ショックを克服しながら、「安定経済成長路線」

へと移行してきた時期に符合している。さらに、

昭和48年の住宅統計調査(総務庁統計局)において、

戦後初めて「1世帯1住宅」が達成されたことが

確認されており、また、人口移動統計においても、

昭和50年頃を境に「都道府県間人口移動数の大幅

減少(約3割)」が報告されている。すなわち、生

18)(軸ニュービジネス協議会rニュービジネス自書1991

年版J東洋経済新報社、1990年、P.8.
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活水準の向上が量的な意味では一応達成され、昭

和50年頃以降は、人々の欲求は、よりレベルの高

い生活を求める「質的充足」に向かっていったも

のと考えられる。とりわけ昭和60年代に入ってか

らは、円高、貿易摩擦への対応から、経済成長の

体質が「外需依存型」から「内需主導型」へと大

きく変化し、一層安定成長軌道に乗った時期でも

ある。

一方、経済成長が安定化するに伴って、消費者

のニーズは大きく変化を遂げてきており、ニュー

サービス企業が成長してきた事実は、市場や消費

者自体の変化と深く関わっているものとみられ

る叫。こうして出現したニューサービスは、市場

価値の高い製品・サービスの提供を通じて、産業

の高付加価値化に寄与し、経済の活力を高めるも

のと期待されている。

また、場合によっては「隙間産業」とも称せら

れる「ニューサービス」は、その補完的・補助的

な性質の故に、産業構造調整の促進や豊かさの実

感できる国民生活実現などにも大きく寄与するも

のと考えられる。こうした役割は、主として「対

個人サービス業」に求められよう。しかしながら、

地域経済の育成・振興という政策的観点からみる

と、「対事業所サービス業」を中心としたニュー

サービスが重要性をもつことになろう。

すなわち、各種の専門的サービス(情報処理サー

ビス、デザイン等)の支援(投入)があって初め

て、既存の製造業、商業等の各部門も高度化し、

発展しうる近年の傾向などを勘案するとき、これ

らのサービスを提供する「対事業所サービス業」

の振興こそ、今後の地域経済の発展のために必要

不可欠なものと考えられる。

ただし、こうした「対事業所サービス業」も、

そのタイプによって、立地場所は異なることにな

ろう。製造業を支援対象産業の例にとれば、機械

修理業、産業用設備洗浄業、非破壊検査業、産業

用機械器具賃貸業、機械設計業、エンジニアリン

グ業などは、製造企業の集積地域の周辺都市ある

いは比較的近筐巨雛の都市に立地する性格のもので

ある。これらは特に「テクノ支援サービス業」と

19)通商産業省r'88　サービス産業年鑑J東洋法規出版、
1988年、PP.639-647。

呼びうる洵'。

他方、ソフトウェア業、広告代理業、情報処理

サービス業、ディスプレイ業、経営コンサルタン

ト業、デザイン業、総合リース業などは、製造企

業の集積地からかなり遠隔地であっても成熟した

「都市らしい都市」に立地する性格をもっている。

また、これらのサービスは、製造業のみでなく、

卸売業・小売業、サービス業などの第三次産業を

始め広く産業全般を支援する性格をもっており、

図7　事業所教の推移(全国公営・民営の全事業所)

(千)

図8　就業者数の推移(全回全就業者)

(千人)

60,【氾0

50,000

40,0(拍

30,000

20.0∝)

10,000

0

5軋 2 18 千

5 2 23 5千 5 3 ,14 1千 5 .8 11 千

21 .6 %

(

19 .3 % その 他

(1

2 7 .8 %

(

23 .9 %

(

2 3 .門 ` 製 造 業

23 .7 %
2 4 .9 %

2 6 .2 %

5 7 .0 % サ ー ビス

産 業54 .7 %

8 .4 ,̀ )

5 1 .2 %

6 .4 % )

46 .0 %

4 .6 ,̀ )
2 0 ,5 % )

う_ち

サ ー ビス業

昭和 4 5年 和5 0 昭 和 55 年　 昭 和 60年

資料)総務庁r国勢調査報告J

20)広島県産業構造調整検討委員会r広島県の産業構造
調登に関する調査研究報告書J1989年、P.82。
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極めて意義深い「対事業所サービス業」といえる。

ところで、わが国産業全体に占めるサービス産

業の比重は、すでにかなり大きなものとなってい

るが、いまなお拡大傾向にある。それを事業所数、

従業者数、付加価値額の3統計でみたのが図7-

9である。

図7において、昭和44年から昭和61年の閲の事

業所教の産業別構成比の推移をみるとZl'、製造業

が15.4%から13.0%に減少しているのに対して、

サービス業は22.4%から23.9射こ増加している。

特に、サービス業の事業所数構成比が、昭和56年

から昭和61年の5年間に1.3ポイント上昇してい

ることは、最近年のニューサービ女の企業展開が

棲めて活発であることを伺わせる。

次に、図8において、昭和45年から昭和60年の

問の就業者数の産業別構成比の推移をみると

製造業が26.2%から23.7%に減少しているのに対

し、サービス業は14.の`から20,5%に、サービス

園9　付加価値額の推移(全国)

産業に至っては46.0%から57.0%にとそれぞれ大

きく増加している。とりわけ、昭和45年からの各

(注)「耐久財Jは、家具、自動車、家電など。「半耐久財」は、衣類、かばんなど。
r非耐久財」は、食品、日用品など。
分類の詳細については、家計調査年報巻末分類表参照
資料:総務庁r家計調査年報J平成元年度版

21)総務庁r事業所統計調査報告J各調査年次版による。

22)総務庁r国勢調査報告j各調査年次版による。
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5年間の変化においても、サービス業が2ポイン

ト程度、サービス産業が3ポイント以上と、いず

れも増加傾向をみせていることは、事業所数の変

化にみられる以上に、就業構造面におけるサービ

ス経済化の進展の大きさを示している2㌔

さらに、図9において、昭和45年から昭和60年

の問の付加価値額の産業別構成比の推移をみると、

この場合も製造業が34.8%から28.7%へと6.1ポ

イント低下しているのに対し、逆にサービス業は

16.3%から23.2%へと6.9ポイント増加しており、

製造業の凋落分を補って余りある叫。

表1　産業・就業構造の展望

産業構造　　　　　　　　　　(%)　就業構造
名 目 G D P 構 成 比

1 9 7 0 1 9 8 5 20 )0

物　 財　 生　 産　 部　 門 5 1 .7 4 ユ. 1 36 .7

農 林 水 産 ・ 鉱 業 7 .4 3 . 8 2 .2

製　　　 造　　　 業 3 5 .8 3 0 , 2 26 .7

素　　　　　　　 材 1 3 .2 8 , 9 6 .7

加　 工　　 組　 立 1 4 .3 1 3 , 5 14 .4

そ　　　 の　　　 他 8 ,5 7 . 7 5 .6

建　　　　　　　　 設 8 ,4 7 . 5 7 .9

ネ　 ッ ト　 ワ　 ー ク 部 門 30 .8 3 3 . 2 3 L 7

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 2 .6 3 .4 3 .3

連　 輸　 ・　 遥　 侶 7 .1 6 .4 5 .5

商　　　　　　　　 業 1 4 .2 14 .4 12 .7

金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産 6 .9 8 .9 10 .2

知 欄 ・ サ ー ビ ス 生 産 部 門 1 7 .6 2 5 .4 3 1 .5

マ ネ ジ メ ン　 ト サ ー ビ ス 4 .2 6 . 1 10 .0

医 療 ・ 健 康 サ u ビ ス 2 .0 3 .2 4 .2

教　 育　 サ　 ー　 ビ　 ス 2 .6 4 . 1 4 .2

レ ジ ャ ー 関 連 サ ー ビ ス 4 . 3 4 .4 5 .5

家 事 代 替 サ ー ビ ス 1 .3 1 .6 1 .8

公　 務 ・ そ　 の　 他 3 .2 6 .0 5 .7

全　 産　 業 1(泊 .0 1 0 0 .0 1 0 0 .0

(単位:万人,%)
実　　　　 数 構　 成　 比

1 9 7 0 年 → 1 9 8 5 年 → 2 0 ∞ 年 19 7 0 年 1 9 8 5 年 2 (収 )年

物　 財　 生　 産　 部　 門 2 .6 7 7 - 17 6 2 ,5 8 1 - 2 0 2 2 .2 9 9 5 2 .5 4 3 .1 36 .4

農 林 水 産 ・ 鉱 業 供)6 - 38 8 5 1 8 - 1 6 8 3 50 1 7 .8 8 .9 5 ,5

製　　　 造　　　 業 1 , 3 7 7 ナ 7 6 1 .4 5 3 - 1 1 8 1 ,3 3 5 2 7 .0 2 5 . 0 2 1 .2

素　　　　　　　 材 39 7 - 7 7 3 2 0 - 9 2 2 2 8 7 .8 5 . 5 3 .6

加　　 工　　 組　　 立 52 3 ヰ 9 6 6 1 9 ヰ 2 8 6 4 7 1 0 .3 1 0 . 7 10 .3

そ　　　 の　　　 他 45 7 ナ 5 7 5 1 4 - 54 4 6 0 9 .0 8 . 9 7 .3

建　　　　　　　　 設 39 4 ナ 13 6 5 3 0 ヰ 8 4 6 14 7 .7 9 . 1 9 .7

ネ　 ッ ト　 ワ　 ー ク 部 門 1 , 33 8 ヰ 3 3 3 1 ,6 7 1 ヰ 3 ユ 1 .7 0 2 2 6 .3 28 . 8 27 .0

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 2 9 -ト4 3 3 ヰ 1 3 4 0 .6 0 . 6 0 .5

運　 輸　 ・　 通　 信 3 2 4 ヰ 1 9 3 4 3 - 14 3 2 9 6 .4 5 . 9 5 .2

商　　　　　　　　 業 8 5 3 -ト2 2 5 1 .0 7 8 ナ 1 1 .0 7 9 1 6 .7 18 . 6 17 ,1

金 融 ・保 険 ・不 動 産 13 2 ヰ 8 5 2 1 7 ヰ 4 3 2 6 0 2 .6 3 . 7 4 .1

知欄 ・サ ー ビ ス生 産 部 門 1 .0 7 9 ナ 5 5 6 1 .6 3 5 ナ 67 5 2 ,3 1 0 2 1 ,2 28 . 1 3 6 .6

マ ネジ メ ン　ト サ ー ビス 3 6 6 ナ 29 7 6 6 3 6 . 3 10 .5

医 療 ・健 療 サ ー ビ ス 2 1 1 -ト10 8 3 1 9 3 .6 5 .1

教　 育　 サ　 ー　 ビ　 ス 1 98 ・t 3 4 2 3 2 3 .4 3 .7

レジ ャ ー関 連 サ ー ビ ス 3 8 1 ヰ 16 0 5 4 1 6 .6 8 .6

家 事 代 替 サ ー ビ ス 1 80 ・t 4 7 2 2 7 3 . 1 3 .6

公　 務 ・ そ　 の　 他 2 99 ナ 2 9 3 2 8 5 . 1

10 0 .0

5 .2

1 0 0 .0合　　　 計 5 ,0 9 4 ヰ 7 1 3 5 ,8 07 ヰ 獣)4 6 .3 1 1 1 0 0 .0

(捷)1.製遺業の分類は以下のとおり。
r素材Jは繊維製品、紙・パルプ、化学、石油・石炭製品、窯業・土石製品、一次金屑
r加工組立Jは一般機械、電気檎楓、輸送機械、精密機微、金属製品
rその他Jは食料品、その他製造業

2.知級・サービス生産部門の分類は以下のとおり。
rマネジメント・サービスJは研究、その他の公共サービス、広告業、業務用物品貸賃業、その他の事業所サービス柴、梱包、分類不明
r医療・健康サFビスJは医療・保健衛生(政府・非営利サービスを含む)
r教育サービスJは教育(政府・非営利サービスを含む)
rレジャー関連サービスJは娯楽業、放送業、飲食店、旅館
r家事代替サービスJは洗混・理容・浴場業、その他の対個人サービス業
r公務・その他Jはその他の政府及び非営利サービス

3.金融・保険・不動産から帰属利子、帰属家賞が除かれている。
4.なお1970年は総務庁r産業連関表Jの数値であり、厳密にはそれ以降と接続しない。

(資料)僻済企画庁総合計画局績r21世紀への基本戦略Jl987.7、p.39。

23)総務庁r事業所統計調査報告Jによるr従業者数J

の変化からも同様のことが拍摘される。例えば、昭和

50年から昭和61年の11年間の調査対象全産業の従業者

数の増加は9,253千人であるが、そのうち87%強に当

る8,066千人がサービス産業において増加している。

24)経済企画庁r匡l民経済計算年報J各年次版による。
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以上のように、主として生産関連のマクロ統計

データからみても「サービス経済化」現象は明

らかであるが、このように統計的に把握できる

ようになったのも、ニューサービスが製造業な

どから外生化し、市場評価されるようになって

きたことが原因となっている。

また、表1には、経済企画庁による産業・就業

構造の将来展望を掲げたが、将来にわたって「物

財生産部門」の縮小傾向が続き、他方「知識・

サービス生産部門」の拡大傾向が続くことが見

通されている。特に、「マネジメント・サービス」

と表現されている「対事業所サービス」分野の

成長が極めて高く期待されていることが注目さ

れる。

ところで、サービス産業の生産規模が拡大し、

全産業に占めるサービス産業の就業者構成比等

が高まるにつれて、家計の消費行動もその構成

が、モノからサービスへと移行しつつあるもの

と考えられる。

そこで、次に消費の側からのサービス(経済)化

の進展をみると25'、消費支出に占めるサービス

支指の構成比が昭和50年の28.3%から平成元年

の36.7%へと、14年間で8,4ポイント上昇して

いる(図10)。これは、同期間に、非耐久財へ

の支出構成比が48.7%から42.5%へと6.2ポイ

ント低下したことと対比すると、極めて好対称

である。このことは、消費のサービス化が、非

耐久消費財(すなわちモノ)の購入ウェイトの

減少と裏腹に、着実に進展してきたことを示し

ている。

なお、「日本標準産業分類」における新設項目

を末尾の付表1に掲げ、旧分類と対比した。サー

ビス業関連のなかで、「対事業所サービス」に

ついては、後の参考とするため、下線を付して

ある。産業細分類項目に、「ディスプレイ業」、

「産業用設備洗浄業」、「非破壊検査業」、「機械

設計業」などニューサービス業が登場している。

また、日本標準産業分類の大分類Lに格付けさ

れる「サービス業」は、中分類が25業種、小分

・類が113業種、細分類に至ると221業種にも及ぶ

ため、通常、サービスの対象によって、表2に

掲げるような三つの分野に類別して用いること

25)各年次版による。

が多い。

表2　サービス業の3区分(対象・性質別)

(1)対個人サービス

(》　生活関連サービス
洗濯・理容・浴場業、自動車整備及び駐

車業など

(診　余暇関連サービス

旅館、映画業、娯楽業など

(2)対事業所サービス

(9　企業関連サービス

物品賃貸業、専門サービス業、その他の

事業所サービス業

(参　情報関連サービス

情報サービス・調査・広告業

(3)公共サービス業

医療業、保健及び廃棄物処理業、宗教、教

育、社会保険・社会福祉、学術研究機関、

政治・経済・文化団体

2.地域経溝における対事業所サービス発展の意義

ところで、表3には、成長著しいサービス業の

中でも、特にどのような業種が伸びているのかを

示してある。これによると、「対事業所サービス」、

「対個人サービス」、「公共サービス」の3部門の

中で事業所数、従業者数ともに圧倒的に「対事業

所サービス」の伸びが高いことがわかる。また、

そうした「対事業所サービス」のなかでも、「物

品賃貸業」、「情報サービス・調査・広告業」、「そ

の他の事業サービス業」などの増加率が際立って

高い。

これらの産業は製造業の知識集約化と高付加価

値化の基盤となるとともに、地域経済の発展に寄

与するものとして期待できる産業であり、「対事

業所サービス業」と呼ぶべきものであろう。すな

わち、この表を要約すると、サービス業の中で増

加寄与度の高いのは「対事業所サービス」であり、

その中でも「物品賃貸業」、「情報サービス・調査・

広告業」、「その他の対事業サービス業」が高いこ

とがわかる。

さて、ここで、改めて「対事業所サービス業」

の地域経済における意義を考えてみよう。「対審
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業所サービス業」は、既に確立された分類用語で

はないがK'、従来、事業所向けサービスといわれ

ているものの中でも、生産販売等の活動を「支援

する」度合いの高いものとしてとらえることがで

きる。

なお、この場合「支援する」とは、例えば、製

造業における製造部門、商業における販売活動等、

当該業種の本来の業務に対して専門的なサービス

を提供するという意味である。具体的な業種とし

ては「物品賃貸業」、「情報サービス業」、「広告業」、

「デザイン業」等が挙げられる。

ところで、経済のサービス化は今後とも一層進

展していくものと考えられるが、図においてもこ

うした事態に対応するため、産業政策の核として

「頭脳立地法」を制定するなどして、上記のよう

な業種の振興策を展開しているところである。以

上のように、他産業を支援するサービス部門の競

争力を高めていくことが、地域の産業の高付加価

値化あるいは高度化に大きく貢献するであろうこ

とは疑問の余地のないところである。

このような状況を踏まえれば、「対事業所サー

ビス業」を軸としたサービス産業の振興が、地域

経済の活性化や産業構造の高度化にとって、極め

て重要なポイントになってくる。すなわち、多彩

で、層の厚い「対事業所サービス業」によって、

広く周辺他地域に対して「産業支援」の役割を担

える都市ないし地域こそが、経済的リーダーシッ

プいわゆる「中枢性」などを発揮しうることにな

るのである。

第7節　対事業所サービス集積上の問題

1.地域における対事業所サービスの諸問題

この節においては、地域における対事業所サー

ビス業集積上の問題について考えることとする。

(1)人材の確保と育成

若年人口の長期的な減少傾向や、長期に渡って

持続した好景気などを背景として、昨今の新規学

卒者の求人難にみられるように、人手不足は深刻

な状況にある.(ただし、この直近の数ヶ月、有効

26)総務庁統計局　r住民基本台帳人口移動報告年報j　に

よると、県閲移動率は、1970年の4.11をピークに低下

傾向にあり、1989年には2.58となっている。

求人倍率(全国季調済値)は、1.3前後でやや軟

化してきている)。

こうした中で、まず、経営上の問題点として人

材不足が挙げられる。とりわけ、サービス業は、

専門能力を持つ「人材そのものが資本」ともいえ

ることや、製造業ほどには省力化できないなどの

特質があり、人材不足は企業そのものの存亡に影

響する重要な問題である。こうしたことから、人

材の確保策として、Uターン希望者あるいは新規

学卒者に対して地域企業への就職促進事業を積極

的に展開していくことや地域企業の紹介冊子を作

成するなどの広報活動を引続き実施していく必要

がある。

その他、企業自らが自社の労働条件の見直し(在

宅勤務やフレックスタイム制の導入など多様な勤

務形態の採用)をすることにより、主婦等の女性

労働者あるいは、高齢者の活用なども検討すべき

である。特に、データ入力、文書入力、版下作成

などは、OA機器や通信機器の発達により、出勤

しなくても自宅で作業できる環境も整ってきてい

る。また、高度な専門サービスを提供していくた

めには、人材育成が必要不可欠であるが、時間的

余裕がなかったり、適当な教育者がいないこと等

のため、いわゆるOJTが多く、サービス業従業者

を対象とした研修施設・研修制度の整備が必要で

ある。

(2)資金調達力の強化

事業開始における資金あるいは成長段階におけ

る事業資金などは、一般にどの事業においても円

滑な資金確保が大きな課題である。とりわけ、

ニューサービス企業においては、事業規模も小さ

く、またその事業の性格ゆえに担保能力も低いな

ど、通常の融資対象になりにくい。

こうしたことから、従来の担保物件に代わる融

資条件として、「技術力」、「サービス内容」など

を評価するシステムづくりも検討すべきである。

また、行政からの支援策として、省力化のための

コンビュダー機器などの購入費用や従業員確保の

ための資金援助(資金融資の充実)も必要である。

このため、創業期、成長期、成熟期などニューサー

ビス企業の発展段階に応じた撒合的な融資制`度を

検討する必要がある。
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表3　サービス業産業中分類別事業所数および従業者数増減率(全国:昭和56"61年)

(増減率は%)
業　　 種 事　 業　 所　 数 従　 業　 者　 数

物 品 賃 貸 業 7 1 . 2 5 0 . 8

旅 館 、 そ の 他 宿 泊 所 △ 4 . 7 6 .4

洗 濯 、 理 容 、 浴 場 業 5 . 9 8 . 3

そ の 他 の 個 人 サ ー ビ ス 業 △ 2 . 8 1 5 . 7

映 画 業 1 5 . 8 1 6 . 2

娯 楽 業 3 . 8 2 4 . 1

放 送 業 5 4 . 7 5 . 8

駐 車 場 業 5 . 9 6 . 4

自 動 車 整 備 業 2 . 8 △ 6 . 3

そ の 他 修 理 業 4 . 1 1 2 . 9

協 同 組 合 3 . 5 △ 3 , 0

情 報 、 サ ー ビ ス 、 調 査 、 広 告

業

そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業

4 8 .2

3 0 .2

7 0 . 5

3 9 .2

専 門 サ ー ビ ス 業 2 4 .1 2 5 .9

公 共 サ ー ビ ス 業 7 .2 1 1 .3

資料:総務庁「事業所統計調査報告書」

(3)情報収集力の強化

ニューサービスの「ニュー」たる所以は「他に

ない何か」を持っていることである。このために

は、時代の変化に応じたサービスニーズの把握が

常に要求されることから、・多種多様な情報の確保

が必要である。こうした問題は、基本的には、企

業自らが幅広い情報網を展開するよう心掛けるべ

きであるが、現状では知人、友人、業界団体内の

交流に留まっている場合が多い。このため、業界

を越えた「情報交流・人的ネットワークづくりの

場=人との出会いの場」の提供を行政なども検討

する必要がある。

(4)サービスに対する評価の確立

サービスは無形であるだけに客観的な料金算定

が難しいといわれる。また、「サービスという技術」

に対する評価が徐々に高まってはいるものの、

サービス料金の算定基準がはっきりしていないた

め、ニューサービスの需要側と供給側に意識の違

いが生じるなどの課題が残されている。このよう

な観点から、地域におけるニューサービス振興の

ためには、まず業界の組織化等による体質強化な

どから始めて、サービスに対する適正な評価基準

の確立等を図っていく必要がある。

2.地域の産業構造変化と対事業所サービスの集積

技術革新、国際化、情報化、人口の高齢化など

内外の経済環境は大きく変化しつつあり、これに

つれて、わが国の産業・経済構造も、内需主導型

への転換、企業の国際的展開、サービス経済化の

進展といった様相をますます強めてきている。

ところで、多くの地域においては、産業の地域

的偏在(地域内分布)がみられるなどの課題を抱え

ている。こうした理由のために、長期的トレンド

からみて成長性が高く、活力がありバランスのと

れた産業構造の構築が求められている。

したがって、21世紀に向けて地域の産業構造の

新たな構築を目指すためには、これまで培ってき

た技術集積を生かしながら、既存産業の高付加価

値化、研究開発機能の轍化による技術力の向上、

情報サービス産業、産業デザインなどの対事業所

サービス業の振興、産業の国際化の推進を囲って

いく必要がある。

特に、産業のソフト化・サービス化の傾向が強

まる中で、ソフトウェア等の情報サービス、デザ

イン・設計・コンサルティング等の専門サービス

などいわゆるニューサービスに属する対事業所

サービス業の成長は著しいものがある。これらの
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サービス産業は、製造業とサービス産業の融合化

が進展する中で、製造業の知識集約化、高付加価

値化の基盤となるとともに、地域にとって魅力あ

る雇用機会を創出する上でも重要な役割を果たす

ものであり、地域の産業構造調整推進に当たり大

きな柱となるものと考えられる。

第8節　サービス産業に関する地域政策上
のコメント

さて、サービス産業、なかんずく対事業所サー

ビス業の重要性は、ますます高まってきているが、

それらの中核となっている企業群は、もともと製

造業の企業の内部組織であった部門が外部化した

ものである。表4には、このように製造業から外

生化したサービス産業の時系列動向を示した。こ

れによると、「ソフトウェア業」、「情報処理サー

ビス業」、「機械設計業・エンジニアリング業」、

「自然科学研究所」などの業種を中心に、主とし

て昭和45年以降に外生化しているケースが多い。

また、製造業に対するサービス投入比率と付加

価値額の伸び率の関係を図11に示した。この図に

よると、一般に、サービス投入比率が高い業種ほ

ど付加価値額の伸びも高い関係にあるといえる。

このような関係などを考えるとき、対事業所

サービス業は、製造業を始めとした諸産業の高付

加価値化・高度化への関与を通して産業全体の発

展に寄与すべく図ることが肝要であると考えられ

る。

まず、対事業所サービス業の育成・集積が図ら

れることにより、製造業の高付加価値化、知識集

約化がさらに進むことになろう。また、そのよう

にして、製造業の高付加価値化、知識集約化がさ

らに進展することにより、さらに対事業所サービ

表4　製造業から外生化したサービス産業の時系列動向

設 立年 次 昭 和 1 9 昭和 2 0 昭和 30 昭和 4 0 昭和 4 5 昭和 5 0 昭和 5 5 昭和 60
不　 明 合　 計

サ ー ビス菜 年 以前 年代 年代 - 44年 - 4 9年 - 54年 - 59年 年 -

総　 合　 リ　　 ー　　 ス　　 業 3 1 2 3 3 2 1 4

産 業 用 機 械 器 具 賃 貸 業 1 2 2 1 6

建 設 機 械 器 具 賃　 貸 業 1 1

事 務 用 機 械 器 具 賃 貸 業 1 1 2

電子 計算 機 ・同 関連機 器 賃貸 業 1 1 2

自　 動　 車　 賃　 貸　 業 1 1

そ　 の　 他　 の　 物　 品　 賃　 貸　 業 1

1

2 2 1 1 7

ソ　 フ　 ト　 ウ　 ェ　 ア　 業 4 6 13 4 2 9 6 8 1

情　 報 処　 理 サ　 ー　 ビ　 ス　 業 1 9 7 9 4 1 3 1

情　 報　 提　 供　 サ　 ー　 ビ　 ス　 業 1 1 3 5

市　　 場　　 調　　 査　　 業 1 1 2

そ の 他 の 情 報 関 連 サ ー ビス 業 1 2 3

デ　 ィ　 ス　 プ　 レ　 イ　 業 0

デ　　 ザ　　 イ　　　 ン　　 業 2 3 1 1 1 8

経 営 コ　 ン サ ル タ　 ン ト 業 1 1 1 1 4

機械設計業 ・エ ンジニア リング業 1 6 2 2 10 2 2 37 2 8 16 16 15 8

人文科 学研 究所 (シン クタ ンク) 1 1

そ の 他 の 知識 関 連 サ ー ビス 薬 1 1

専　　　 修　　　 学　　　 校 1 1

そ の 他 の 人材 関 連 サ ー ビス 業 1 1 1 2 2 1 8

自　 然　 科　 学　 研　 究　 所 3 9 5 9 3 5 3 4

そ の 他 の技 術 関 連 サ ー ビス 業 1 2 9 2 14

商　　 品　　 検　　 査　　 柴 1 6 2 1 1 11

警　　　　　　 備　　　　　　 業 1 1 3 6 1 2 14

産　 業　 用　 設　 備　 洗　 浄　 柴 1 1 1 1 4

非　 破　 壊　 検　 査　 薬 5 1 6

そ　 の　 他　 の　 サ　 ー　 ビ　 ス　 業 1 1

合　　　　 計 1 7 3 5 19 6 0 9 2 」 旦 ~`ムー~1 料 ー_ 」 旦 二 重

注)　親会社となる製造業は、全国8証券取引所の第1部および第2部上場企業である。
資料)東洋経済新報社r日本の企業グループ1987J
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図11製造業に対するサービス投入比率と製造業の付加価値額平均伸び率

電気機械

資料;通商産業省r地域経済活性化ピジョンJ(昭和62年8月)

15　　　　　　20(%)
付加価値額伸び率

(50年価格、56/50年平均)

表5　地方鯖における都市規模別従業者特化係数

業　　　 種
1 5万 人 以 上 2 0 万 人 以 上 3 0万 人 以 上 5 0 万 人 以 上

1 0 0万 人以 上

(参 考 )

2 0万 人 未 満 3 0万 人 未 満 5 0万 人 未 満 10 0万人 未満 東 京 都

情 報 サ ー ビス ( 4 業 種 計 ) 0 .4 1 0 , 7 4 0 .7 7 1 . 1 1 1 .2 7 う .3 8

ソ　 フ　 ト　 ウ　 エ　 ア　 業 0 .2 9 0 , 5 4 0 .5 3 1 . 00 1 .0 2 3 .7 2

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 0 .5 9 1 . 0 6 1 .1 3 1 . 3 7 1 .6 2 云 ラ4

情 報 提 供 サ ー ビ ス 業 0 .2 4 0 . 5 8 0 .7 3 1 . 00 1 .4 7 3 .7 5

そ の他 の 情 報 サ ー ビ ス 業 0 .1 8 0 . 3 0 0 .2 3 0 . 2 2 0 .9 8 4 .8 7

デ　 ザ　 イ　　 ン　 業 0 .4 1 0 .4 6 0 .6 7 1 , 00 1 .0 4 3 .2 2

人　 文　 科　 学　 研　 究　 所 0 .0 0 0 . 2 8 0 .2 2 0 . 3 3 d ~.云 2 .0 9

自　 然　 科　 学　 研　 究　 所 0 .3 5 0 . 7 2 0 .1 6 0 . 1 9 0 .2 2 1 . 1 7

各 種 物　 品　 賃 貸　 業 2 .2 9 1 . 6 0 1 .2 2 1 .彿 1 .6 9 1 .7 2

産 業 用 機 棟 器 具 賃 貸 業 1 .2 4 0 . 9 8 1 .1 9 1 . 30 1 .3 8 1 .0 4

事 務 用 機 棟 器 具 賃 貸 業 0 .2 4 0 . 1 8 0 .3 6 0 . 96 0 .8 9 5 .0 2

商　 品　 検　 査　 業 0 .8 3 0 . 9 0 0 .8 8 0 .8 5 0 .9 0 1 .4 4

警　　　　 備　　　　 業 0 .8 8 1 . 1 0 1 .2 5 1 . 1 9 1 .5 1 1 .2 6

資料;国土庁r21世紀のイノベーションを担う先端的サービス産業(I)』

ス業も発展することになる。

かくして、対事業所サービス業と製造業は、相

関連し、循環しながら構造調整や高度化を促進し、

「らせん型」の発展プロセスを辿ることになる。

これらの対事業所サービス業は、現実に東京圏を

始めとする大都市地域により集積しており、また、

地方璃においても人口規模の大きい都市ほど集積

が高くなる傾向が見られる(表5参照)。こうし

たことから、都市型対事業所サービス業は、人口

集積や都市機能に大きく依存する産業であるとい

えるが、また、逆に、これらサービス業の集積に

よって中枢都市機能が強化されるという相互作用
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もあるものと推察される。

上でもみてきたように、他産業を支援するサー

ビス部門の競争力を高めていくことは、地域の産

業の高付加価値化あるいは高度化に大きく貢献す

る。このような状況を踏まえれば、「対事業所サー

ビス業」を軸としたサービス産業の振興が、地域

経済の活性化や産業活動の高度化にとって、極め

て重要なポイントになってくる。また、以下では、

これまで検討した結果を踏まえ、対事業所サービ

ス振興のための地域政策についてまとめてみた。

まず、経済のソフト化・サービス化の進展によ

り、産業の高度化、高付加価値化、企業経営の合

理化、効率化等を支援する対事業所サービス業の

役割は、ますます重要性を高めている。また、対

事業所サービス業のウェイトは今後ますます増大

すると見込まれ、地域の活性化や産業全体の雇用

拡大効果をもたらすことが期待される。今後、経

済のソフト化・サービス化がさらに加速的に進展

していく中にあって、新たな産業構造の構築を図

り、地域経済を活性化していくためには、対事業

所サービス業の育成振興を積極的に進めていくこ

とが極めて重要である。こうしたサービス業は、

自地域の産業を支えるだけでなく、周辺地域の産

業を支援し、かつ、東京や大阪などの全国的な大

業務地と密接な関連をもつ業種が多く、市場との

近接性を蛮要視する産業である。特に、ソフトウェ

ア業、デザイン業、広告代理業などのソフト産業

は、ユーザーに隣接し、ユーザーのニーズを的確

に把握したサービスを提供する必要があることか

らも都市部に立地する傾向が高いが、近年の地価

高騰により、都市部をターゲットに新しい事業を

始めようとしても、初期投資が膨れあがるなど、

ニュービジネス進出の障害になっている。このよ

うな産業の頭脳部分を地域に集積させ、地域産業

の活性化を図り、都市機能を形成するためには、

「新産業集積拠点」を行政が率先して整備すべき

である。

また、ニューサービスのニューたる所以は「他

にない何か」を持っていることである。このため

には、時代の変化に応じたサービスニーズの発見

が必要であることから、多種多様な情報の確保が

必要となってくる。こうした問題は基本的には企

業自らが幅広い情報網を広げるよう心掛けるべき

であるが、現状では知人、友人、業界団体間の交

流にとどまっている場合が多い。このため、ニュー

サービス関連企業の人的ネットワークづくりを促

進する必要がある。

さらに、対事業所サービス業は、一般に歴史の

浅い新しい業種が多いため、一般的に規模が小さ

く経営基盤が脆弱であり、個別に独自の活動を続

けていることなどから「サービス業に対する認知

度が低い」、「サービスに対する評価が低い」など

の問題を抱えている場合が多い。こうした、サー

ビス業に対する社会的認知度の低さからくる問題

点を解決するためには、業界の組織化を図り、経

営の合理化、業界の体質強化、サービスに対する

適正な評価基準の確立、地元企業の実力の認知度

を高める必要がある。また、行政サイドからもこ

うしたサービス業の組織化等の問題を始めとして、

人材育成、資金調達などの問題まで含めて、いわ

ゆる(モノを除く)ヒト、カネ、情報面での連携

ある支援策を講じていく必要があろう。

第9節　おわりに

さて、上でも述べてきたように、「高齢化社会」

ないし「成熟社会」への過程においては、人々の

ニーズは「モノ」から「サービス」へと次第に比

重を移していき、しかも、そのサービスは、ます

ます高度化、多様化し、「サービス経済化」が一

段と進行するものと考えられる。また、わが国を

始め先進諸国における「高齢化」と「サービス経

済化」は、ほぼ同様な現象に起因し、かつ同時進

行の様相をみせている。ただ、わが国の場合、そ

の進展速度が他の先進諸国に比較して一層急速な

ため、対応策もおのずと異なったものが求められ

るということである。

一方、わが国諸地域においては、三大都市圏を

中心とした「中央地域」への人[l集中が加速され

るなかで、皮肉なことに「高齢化社会」は一層早

期に実現しつつある。この反面、地域においては

「都市らしい都市」は希薄に分布しており、「サー

ビスが必要とされる地域にサービスが供給されな

い」というミスマッチ現象が生じている。

また、「対事業所サービス業」も、都市に立地

しやすい性質を一般的にはもってはいるものの、

製造業等へのサービスは工場の立地している地域

と都市の中間地域であってもさしつかえない。ま
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た、このような対事業所サービス全体についても、

東京、大阪のような大都市でなければ立地しない

ものもあれば、広島、福岡のような百万都市であ

れば立地するもの、あるいは30万都市なら立地す

るものと千差万別であろう。

したがって、地域の都市規模に応じた「対事業

所サービス業」の育成を図り、これを「種」にし

ながら、製造業を始めとした地域経済全般の活性

化を図るべきである。「高齢化社会」を直接支え

る「対個人サービス」等の「サービス産業」は、

そうした「種」に誘発されて、付随的に発展して

いくものと考えられる。

以上、本稿における議論を集約すれば、~っぎの

ようになろう。すなわち、「脱工業化」、「サービ

ス経済化」のためには「物流」に代表される十分

なFモノ」の生産、供給が前提条件となる。地域

が一足飛びに東京、大阪などと同水準のサービス

経済化を求めてもそれは無理である。第3節およ

び第4節における物流の地域分布の議論はそのこ

とを示している。地域にはその役割り分担から、

まず物流機能の発展が求められている。それは、

「製造業」の段階的発展を意味している。

そして、その製造業の発展をサポートするのが

「対事業所サービス業」の育成・集積である。

「対事業所サービス業」は製造物のサービス化、

高付加価値化、高度化に大きく寄与するからであ

る。他方、そうして発展した製造業が、逆にその

ような、あるいはさらに高度で多様な対事業所

サービスを需要し、育成・発展させるという性質

ももっている。そのようにして、「製造業」と「対

事業所サービス業」はもちつもたれつの「螺旋塑」

の発展過程をたどることが期待される。

最後になるが、昭和48年の住宅統計調査におい

て、戦後の政策課題であった「1世帯1住宅」の

達成されたことが確認されており、また、人口移

動統計においても、昭和45年頃をピークに「都道

府県間人口移動率の低下傾向」が報告されてい

る2㌔すなわち、この頃までに、生活水準向上目

標が「量的充足」という意味では一応達成され、

昭和50年頃以降になると、人々の欲求は、よりレ

ベルの高い生活を目指す「質的充足」に向かって

いったものと考えられる。農村の余剰人口が都市

部へ流出するという「掃き出し現象」は昭和50年

頃までにほぼ一巡し、人口移動の理由も「より高

い所得」のみではなく「より高いレベルの生活」

を求めるものに変化してきたものと推察される。

つまり、人々は単に「所得を得る場としての都市」

を求めているのではなく、「生活の場」としての

都市を求めて移動するようになってきているもの

と考えられる。その「生活の場としての都市」に

欠かせないのが「多彩なサービスの提供」であり、

こうしたことが人々を魅き付け合う「都市間兢争」

となって現出しているものとみられる。このよう

な「ヒトの動き」を背景に、「サービス経済化」

(マクロ面)が昭和50年代に入ってから顕著に

なったといわれることと、「ニューサービス企業

の本格的成長」(ミクロ而)の時期なども符合し

ているものと考えられる。
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①　重量
付図1　産業間流動量

(3日間調査　単位:千トン,%)
電気 ・ 金融 ・

孟 畏 農林漁業 鉱業　 建設業 製造業 卸売業 小売業 票 裏 芸完裏 芸謡 競 外国

鉱業　　　　　　　　　　 I

4　　　　 481　　　 ,165　　 2 ,074　 409　　　 25　　　 8　　　　 36　　　 19　　　 1

(0.0)　 (1 .6)　 (7 .4)　 7 .1) (1.4)　 (0.1)　 (0.0)　 (0 .1)　 (0.1) (0

製造業 - 1現 。8 号品 て認諾) ,271 5。。 111 157　 259　 43

(0.5) (0 .3) (7.7) (1.9) (0.4)　 (0.5) (0 .9) (1

卸売業 - ・一・・一 -
45 11　　　 886　　 1,226　 1,069　 1,の7 31 41 85 11

(0.2) (0.0) (3.0) (4 .2)　 (3 .6) (3 .7) (0 .1)　 (0 .1) (0.3) (0

倉庫 業 - ・

林業　 -

小売業

■l

11 9　　　　 20　　　 1,239 348 57 24 80 19 75

(0 .0) (0 .0) (0.1)　 (4.2) (1 .2) (0 .2) (0.1) (0.3) (0.1) (0

38 69 17 3

(0.1) (0 .2) (01.1) (0.0)

0.3

(0.0)

242　　　600　　　8,826　12.425

(0.8)　(2.0)　(30.1)(42.4)

5,221

.0)(17診)

6　17,615
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(3日間調査　単位:千件.%)
電気・金融・
ガス・サービス_・
水道業公掛その他外国　　合計

4　　　　 2 6 20 5 1 1

(0 .0) (0 .2) (0 .2) (0 .1 ) (0 .0 ) (0 .0)

2 1 18　 1 5 17

27

の.2)

8　　　 3 28 (19 ・0) (13 .6 )
8 17 23 12 21 9

(0 .ユ)　 (2 .9)

1 ,40 3　　 2 ,5

(7 .3 )

26

(0 .2) (0 .ユ)　 (2 .0 )

26
3　　　 44 7　　 7 61 (12 .6)　 (22 .7)

19 2 9　　　　　 343

(0 .2 ) (0 .0) (4 .0 )　 (6 .8) (0 .2) (0 .3) (3 .1 )

2 4 1 10 1 87 6 4 4 1 7

(0 .0 )

-

(0 .0) (1.0 ) (1 .7) (0 .6) (0 .0) (0 .0 ) (0 .1 )

4

(0 .0 )

6

(0 .1 )

3

(0 .0 )

ま57

(0.5)

30　　5,(氾9

(0,3)(45.7)

7　　　5,563

(0.1)(49.9)

3　　　　　382

(0.0)(3.4)

2

日

り

1
れ

合計

1　　　28　　　　8

(0.0)(0.3)　(0.1)

59　　　16　　　805　　　3,015　　3,142　　3.414

(0.5)　(0.1)　(7.2)　(27.0)(28.2)(30.6)

資料;運輸省r昭和60年全寓貨物純減動調査報告書(i)総括軌
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付図2　家計貯蓄率老年人口指数
家計貯蓄率
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(備考)1.OECD、EeonomicOutlook,LabourForceStatisticsに基づく。
2.家計貯蓄率は租貯蓄率。
3.老年人口指数=〔65歳以上人口/15-64歳人口〕×100。
4.データは1980-1988年の平均。

資料:経済企画庁r平成3年経済自書J　より引用

付図3　勤労者世帯の世帯主年齢階層別貯蓄率
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(備考)総務庁「家計調査報告Jにより作成。
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付表1　日本標準産業分類における新設分類項目

新　　 分　　 類 旧　　 分　　 類

①　 E + 建設業 関係

0 922　造園工事業 1521 土 木工事業 (舗装 ・しゅんせつ を除 く)の一部

10 12　型枠大工工事業 16 11 大工工事業の一部

②　 F 一製造業 関係

1298　 そ う(惣 )菜製造業 1939　他 に分類 され ない食料 品製造業 の一部

133　 茶 ・コーヒー製造業 1922　茶 製造業及 び1931 コー ヒー製造業 を統合 し、小 分類 を新設

134　 製氷業 1925　 製氷業 の格上 げ

1523　寝着類製造業 2122　 下着製造業の一部

1625　 銘板 ・銘木製造業 2211 一般製材業及 び2299他 に分類 されない木製品製造業 の一部

1694　 木型製造業 2299　他 に分類 されない木製品製造業 の一部

2098　試薬製造業 2699　他 に分類 されない化学工業 製品製造業の一部

22　　 プ ラスチ ック製品 製造業 (別掲 を除

く)

2472　 ハ ンドバ ッグ製造業

396　 プ ラスチ ック製品製造業 (別掲 を除 く)の格上げ

2971 袋類製造業 の一部

2598　 鋳型 製造業 (中子 を含 む) 3099　 他に分 類 されない窯業土石製品製造業の- 一部

2792　 非鉄金属鍛造品製造業 3299　他 に分類 されない非鉄金属製造 業の一部

305　 電子計 算機 ・同附属装置製造 業 3552　 電子計 算機 ・同附属装置製造業の格上げ

3062　 ビデオ機器製造業 3559　 その他 の電子応用装置製造業の一部

3497　 喫煙用 具 製造 業 (貴金属 ・宝石 製 を 3951 装身具 ・装飾 品製造業 (貴金属 ・宝石梨 を除 く)及 び3999他

除 く) に分類 されないその他の製造業の一部

③　 H - 運輸 ・通信 業関係

4322　 沿 海旅 客 運輸業 (旅 客定 員 12 人以 下

の船 舶による もの)

新設

(り I - 卸売 ・小売 業、飲食店関係

4919　 その他 の各種商 品卸売業 新設

(B　 K - 不動産業関係

703　 不動産管理業 5991 不 動産管理業の格 上げ

⑥　 L - サ ービス業関係

75 12　 洗濯物取次業 7711 普通洗 た く業の一部

76 13　 写真現像 ・焼付 業 7811 一般写真業の一郎

7855　 テニス場 8051 運動競技場 (別掲 を除 く)の一部

82 13　 建設機械 ・鉱山機械整備業

8 56　 警備業

墜 」 肇垣 畢

墜坦_一軍土 星芝 と_イ_葦

墜 些___ 垣葦坦謹僅 浣車掌

8593　非破壊栓萱草

864　 猷 医業

8311 一般機械修理業 (電気機械器具 を除 く)の一部

8699　他 に分類 されない事業サー ビス業 の一部

0531 猷医業の格上 げ

8692　横 観認証葦 8799　 他に分類 されない専門サ ービス業の一一部

(注)下線を施した業種は、対事業所サービス関連の新設分類である。

資料;行政管理庁r日本標準産業分軌(昭和59年1月改討)
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